
CCI 貸室アプリ利⽤規約 
 

本利⽤規約（以下「本規約」という。）には、CCI 貸室アプリ（以下「本サービス」とい

う。）の提供条件、及び北⼤阪商⼯会議所（以下、「当所」という。）とお客様との間の権利

義務関係が定められています。本サービスの利⽤に際しては、本規約の全⽂をお読みいた

だいたうえで、本規約に同意いただく必要があります。 

 

第 1 条（適⽤） 

1. 本サービスは、貸会議室及び経営相談の申込受付、申込者への連絡、料⾦の請求及びこ

れらに付随する業務を⽀援することを⽬的として提供されます。 

2. 本規約は本サービスの提供条件、及び当所とお客様との間の権利義務関係を定めること

を⽬的とし、お客様と当所との間の本サービスの利⽤に関わる⼀切の関係に適⽤されます。 

 

第 2 条（本サービスにおいて利⽤している他社サービスについて） 

1. 当所は、本サービスの提供にあたり第三者が提供するクラウドサービスその他外部サー

ビスを利⽤する場合があります。当所は、第三者が提供する外部サービス⾃体について、

その継続性、完全性、正確性等を保証するものではありません。また、外部サービスの提

供停⽌、変更⼜は終了その他外部サービスに起因して⽣じた損害について、当所の故意⼜

は重過失による場合を除き、責任を負いません。 

 

第 3 条（定義） 

 1. 本規約において使⽤する以下の⽤語は、各々以下に定める意味を有するものとします。  

(1) 「お客様」とは第 4 条（登録）に基づいて本サービスの利⽤者としての登録がなさ

れた法⼈または個⼈を意味します。  

(2) 「サービス利⽤契約」とは、本規約及び当所とお客様の間で締結する本サービスの

利⽤契約を意味します。  

(3) 「知的財産権」とは、本サービスを構成するすべてのプログラム、ソフトウェア、

サービス、⼿続、⽂⾯、図⾯、ドキュメント、商標、商号等に関する所有権、著作権

をはじめとするその他⼀切の知的財産権を意味します。  

 

第 4 条（登録） 



 1. 本サービスの利⽤を希望する者（以下「利⽤希望者」といいます。）は、本規約を遵守

することに同意し、お客様の会社名、住所、担当窓⼝、連絡先、その他お申し込み内容を

特定するために当所が指定する事項（以下「登録事項」といいます。）を当所の定める⽅法

で当所に提供することにより、当所に対し、本サービスの利⽤を申請することができます。

また、これらの事項について、その事実を証明する書類を当所に提⽰いただく場合がござ

います。 

 2. 当所は当所の基準に従って、第１項に基づいて利⽤申請を⾏った利⽤希望者（以下「利

⽤申請者」といいます。）の利⽤の可否を判断し、当所が利⽤を認める場合にはその旨を利

⽤申請者に通知します。利⽤申請者のお客様としての登録は、当所が本項の通知を⾏った

ことをもって完了したものとします。 

 3. 前項に定める登録の完了時に、サービス利⽤契約がお客様と当所の間に成⽴し、お客様

は本サービスを本規約に従い利⽤することができるようになります。 

 4. 当所は利⽤申請者が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場合は、利⽤及び再利⽤

を拒否することがあり、またその理由について⼀切開⽰義務を負いません。 

 (1) 当所に提供した登録事項の全部または⼀部につき虚偽、誤記または記載漏れがあっ

た場合 

 (2) 反社会的勢⼒等（暴⼒団、暴⼒団員、右翼団体、反社会的勢⼒、その他これに準ず

る者を意味します。以下同じ。）である、または資⾦提供その他を通じて反社会的勢⼒

等の維持、運営もしくは経営に協⼒もしくは関与する等反社会的勢⼒等との何らかの

交流もしくは関与を⾏っていると当所が判断した場合 

 (3) 利⽤希望者が過去当所との契約に違反した者、またはその関係者であると当所が判

断した場合 

 (4) 第 12 条に定める措置を受けたことがある場合 

 (5) その他、当所が利⽤を適当でないと判断した場合 

 

第 5 条（登録事項の変更） 

 1. お客様は登録事項に変更があった場合、当所の定める⽅法により当該変更事項を遅滞な

く当所に通知するものとします。  

 

第 6 条（料⾦及び⽀払⽅法） 

 1. お客様は本サービス利⽤の対価として別途当所が定めた料⾦を当所が指定する⽀払⽅

法により当所に⽀払うものとします。 



 2. 利⽤料⾦は第 4 条第 2 項による登録完了⽉より発⽣するものとします。 

 3. お客様が利⽤料⾦の⽀払を遅滞した場合、お客様は年 14.6％の割合による遅延損害⾦

を当所に⽀払うものとします。 

 4. お客様が、当所が定める⽀払期⽇までに本条に定める利⽤料⾦その他債務を⽀払わない

ときは、当所は予めその理由及び提供停⽌⽇を通知した上で本契約を解約し、本サービス

の提供を停⽌します。ただし、当所が認める期間内に利⽤料⾦その他の債務が⽀払われた

場合、当所の判断により、お客様への本サービスの提供を再開することがあります。（提供

再開の場合、お客様には停⽌⽉から再開⽉までの利⽤料⾦の⽀払い義務が発⽣します。）ま

た利⽤料⾦その他の債務の⼀部が⽀払われない場合も、本項に準じて取り扱います。尚、

お客様の利⽤料⾦は本サービスの提供を停⽌した⽉も発⽣し、提供停⽌⽇が暦⽉の途中で

ある場合でも⽇割りによる減額、返⾦等は⼀切⾏いません。また別段の定めがある場合を

除き、既に⽀払われた利⽤料⾦についての返⾦等も⼀切⾏わないものとします。  

 

第 7 条（契約の変更、終了） 

 1. 契約の変更 

 (1)ユーザーの追加・変更・削除を希望される場合は、変更希望⽇の 10 営業⽇前までに、

当所に通知するものとします。当所は通知の受領後にユーザーの変更を⾏います。 

2. 契約の終了 

 (1) お客様は契約の終了を希望する場合、終了希望⽉の 20 ⽇までに、当所の定める⽅

法により契約終了に必要な事項を当所に通知するものとします。当所は通知の受領後

に契約終了の⼿続きを⾏います。尚、お客様の利⽤料⾦は本サービスの提供を停⽌し

た⽉も発⽣し、提供停⽌⽇が暦⽉の途中である場合でも⽇割りによる減額、返⾦等は

⼀切⾏いません。また別段の定めがある場合を除き、既に⽀払われた利⽤料⾦につい

ての返⾦等も⼀切⾏わないものとします。 

 

第 8 条（制限事項） 

 1. お客様は本サービスの利⽤にあたり、以下の各号のいずれかに該当する⾏為、または該

当すると当所が判断する⾏為をしてはなりません。 

(1) 法令に違反する⾏為または犯罪⾏為に関連する⾏為 

(2) 本サービスの転売 

(3) 本サービスのネットワークまたはシステム等に過度な負荷をかける⾏為 

(4) 本サービスの運営を妨害するおそれのある⾏為 



(5) 当所のネットワークまたはシステム等に不正にアクセスし、または不正なアクセス

を試みる⾏為 

(6) 第三者に成りすます⾏為 

(7) 他者のログイン ID、メールアドレス、パスワードその他認証に必要な情報（以下、

「アカウント情報」という。）を利⽤する⾏為 

(8) 存在しないメールアドレスを登録して⼤量にメールを送信する⾏為 

(9) 本サービスを利⽤して迷惑メールに区分されるメールを送信する⾏為 

(10) 本サービスの⽬的以外のメールを送信する⾏為 

(11) 反社会的勢⼒等への利益供与 

(12) 本サービスのプログラム、ソフトウェアその他システムを解析、改変、リバースエ

ンジニアリング、逆コンパイルまたは逆アセンブルする⾏為 

(13) 本サービスの脆弱性を調査、またはその結果を悪⽤する⾏為 

(14) コンピューターウイルスその他有害なプログラムを送信または掲載する⾏為 

(15) 当所が許可した場合を除き、⾃動プログラム、ボット、スクレイピングその他これ

らに類する⼿段により本サービスへアクセスを⾏う⾏為 

(16) 当所または第三者の権利、利益または信⽤を侵害する⾏為 

(17) その他当所が本サービスの運営上不適切と判断する⾏為 

2. お客様が前項各号のいずれかの⾏為を⾏ったことで、当所が損害を被った場合は、当所

はお客様に対して損害賠償を求めることができるものとします。  

 

第 9 条（アカウント情報の管理） 

1. お客様は、本サービスの利⽤に必要なアカウント情報を⾃⼰の責任において適切に管理

し、第三者に利⽤させ、貸与し、譲渡し、名義変更し、または売買してはならないものと

します。 

2. アカウント情報の管理不⼗分、使⽤上の過誤または第三者による不正使⽤等によりお客

様または第三者に⽣じた損害について、当所は当所の故意または重過失による場合を除き、

⼀切責任を負いません。  

3. アカウント情報を⽤いて⾏われた本サービスの利⽤は、当該アカウント情報を管理する

お客様による利⽤とみなします。 

 

第 10 条（本サービスの提供停⽌等） 

 1. 当所は以下のいずれかに該当する場合には、お客様に事前に通知することなく、本サー



ビスの全部または⼀部の提供を停⽌または中断することができるものとします。 

(1) 本サービスに係るコンピューター・システムの点検、保守作業⼜は更新を⾏う場合 

(2) コンピューター、通信回線等が事故により停⽌した場合 

(3) 地震、落雷、⽕災、⾵⽔害、停電、天災地変などの不可抗⼒により本サービスの運

営ができなくなった場合 

(4) その他、当所が停⽌または中断を必要と判断した場合 

 2.本条に基づき当所が⾏った措置によって、お客様及び第三者が損害を被った場合も、当

所は賠償する責任を⼀切負わないものとします。  

 

第 11 条（権利帰属） 

 1. 本サービスに関する知的財産権は全て当所または当所にライセンスを許諾している者

に帰属しており、本規約に基づく本サービスの利⽤許諾は、本サービスに関する当所また

は当所にライセンスを許諾している者の知的財産権の使⽤許諾を意味するものではありま

せん。  

2. お客様が本サービスに登録⼜は保存したデータに関する権利は、お客様⼜は正当な権利

者に帰属するものとします。ただし、当所は、本サービスの提供、保守、障害対応その他

運営上必要な範囲で当該データを利⽤できるものとします。 

 

第 12 条（登録抹消等） 

 1. 当所はお客様が、以下の各号のいずれかの事由に該当する場合は、事前に通知または催

告することなく、本サービスの利⽤を⼀時的に停⽌、またはサービス利⽤契約を解除する

ことができます。 

 (1) 本規約のいずれかの条項に違反した場合 

 (2) 登録事項に虚偽の事実があることが判明した場合 

 (3) ⽀払停⽌もしくは⽀払不能となり、または破産⼿続開始、⺠事再⽣⼿続開始、会社

更⽣⼿続開始、特別清算開始もしくはこれらに類する⼿続の開始の申⽴てがあった場

合 

 (4) 当所からの問い合わせ、その他の回答を求める連絡に対して 30 ⽇間以上応答がな

い場合 

 (5) 第 4 条第 4 項各号に該当する場合 

 (6) その他、本サービスの利⽤、またはサービス利⽤契約の継続が適当でないと当所が

判断した場合 



 2. 前項各号のいずれかの事由に該当した場合、お客様は、当所に対して負っている債務の

⼀切について当然に期限の利益を失い、直ちに当所に対して全ての債務の⽀払を⾏わなけ

ればなりません。 

 3.本条に基づき当所が⾏った⾏為によって、お客様及び第三者が損害を被った場合も、当

所は賠償する責任を⼀切負わないものとします。  

 

第 13 条（本サービスの内容の変更、終了） 

 1. 当所は当所の都合により、本サービスの内容を変更し、または提供を終了することがで

きます。当所が本サービスの提供を終了する場合、当所はお客様に事前に通知するものと

します。 

 2.本条に基づき当所が⾏った措置によって、お客様及び第三者が損害を被った場合も、当

所は賠償する責任を⼀切負わないものとします。  

 

第 14 条（保証の否認及び免責） 

 1. 当所は本サービスがお客様に適⽤のある法令または業界団体の内部規則等に適合する

こと、及び不具合が⽣じないことについて、何ら保証するものではありません。 

 2. 本サービスの提供を中断、停⽌、終了、または変更したことによって、お客様及び第三

者が損害を被った場合も、当所は賠償する責任を⼀切負わないものとします。 

 3. 当所が本サービスに関してお客様に対し損害賠償責任を負う場合であっても、その賠償

額は、当該損害発⽣時から遡って過去 1 年間にお客様が当所に⽀払った利⽤料⾦の総額を

上限とします。また、当所は通常かつ直接の損害についてのみ責任を負い、逸失利益、間

接損害、特別損害、将来の損害その他これらに類する損害については責任を負わないもの

とします。  

 

第 15 条（秘密保持） 

1. お客様は、本サービスに関連して当所がお客様に対して秘密に取り扱うことを求めて開

⽰した⾮公知の情報については、当所の事前の書⾯による承諾がある場合を除き、秘密に

取り扱うものとします。  

2. 当所は、本サービスの運営のため、またはお客様からの問い合わせに対応するために、

お客様が本サービスに登録された情報へアクセスすることがありますが、知り得た情報は

秘密に取り扱い、⽬的外の利⽤は⾏わず、第三者への開⽰・提供もいたしません。 

3. 当所は、お客様が本サービスに登録または保存した情報について、本サービスの提供、



保守、障害対応、セキュリティ対策、お問い合わせ対応、法令への対応その他本サービス

の運営に必要な範囲に限り利⽤することができます。 

4. 当所は、お客様の個⼈情報について、法令及び当所が別途定める個⼈情報保護⽅針に従

って適切に取り扱うものとします。 

 

第 16 条（データの管理及びバックアップ） 

1. お客様は、本サービスに登録または保存したデータについて、必要に応じ⾃⼰の責任と

費⽤においてバックアップを⾏うものとします。 

2. 当所は、本サービスに保存されたデータの消失、毀損または改変が⽣じないことを保証

するものではありません。 

3. 当所は、当所の故意または重過失による場合を除き、データの消失、毀損または改変に

よりお客様または第三者に⽣じた損害について責任を負わないものとします。 

 

第 17 条（セキュリティ及びログ情報） 

1. 当所は、本サービスの安全性の維持、障害対応、不正利⽤の防⽌及びサービス品質の向

上を⽬的として、アクセスログその他本サービスの利⽤状況に関する情報を取得すること

があります。 

2. 当所は、本サービスの安全な運営のため合理的な範囲で必要な安全管理措置を講じます。 

3. 当所は、第三者による不正アクセス、通信回線障害、コンピューターウイルスその他当

所の責めに帰することができない事由により発⽣した損害について、当所の故意または重

過失による場合を除き責任を負わないものとします。 

 

第 18 条（契約終了後のデータ） 

1. 契約終了後、お客様は本サービスを利⽤することができません。 

2. 当所は、契約終了後、法令その他保存義務がある場合を除き、⼀定期間経過後にお客様

が本サービスに登録したデータを削除することができます。 

3. 契約終了後に削除されたデータについて、当所は復元義務を負いません。 

 

第 19 条（登録情報の取扱い） 

 1. 当所は、お客様から提出された登録事項を善良な管理者の注意をもって管理し、本条そ

の他において格段の定めがある場合を除き、本サービス以外の⽬的のために利⽤し、また

は第三者に開⽰いたしません。 



 2. 当所は、法令に従った要請や法令の⼿続き上必要とされる場合、当所、提携先、他のお

客様、または第三者の権利を保護するために必要な場合等、当所が必要と判断した場合は、

登録情報を第三者に開⽰することがあります。 

 

第 20 条（本規約の変更） 

 1. 当所は、本規約を変更できるものとします。本規約を変更した場合には、電⼦メール、

ホームページ上への掲載その他当所が適当と認める⽅法で、お客様に当該変更内容を通知

するものとし、当該変更内容の通知後、お客様が本サービスを利⽤した場合、または契約

終了の⼿続をとらなかった場合は、お客様は本規約の変更に同意したものとみなします。  

 

第 21 条（サービス利⽤契約上の地位の譲渡等） 

 1. お客様は、当所の書⾯による事前の承諾なく、サービス利⽤契約上の地位または本規約

に基づく権利もしくは義務につき、第三者に対し、譲渡、移転、担保設定、その他の処分

をすることはできません。 

 2. 当所は、本サービスにかかる事業を他社に譲渡した場合には、当該事業譲渡に伴いサー

ビス利⽤契約上の地位、本規約に基づく権利及び義務、並びにお客様の登録事項、その他

の顧客情報を当該事業譲渡の譲受⼈に譲渡することができるものとし、お客様は、かかる

譲渡につき本項において予め同意したものとします。なお、本項に定める事業譲渡には、

通常の事業譲渡のみならず、会社分割その他事業が移転するあらゆる場合を含むものとし

ます。  

 

第 22 条（分離可能性） 

 1. 本規約のいずれかの条項またはその⼀部が、消費者契約法その他の法令等により無効ま

たは執⾏不能と判断された場合であっても、本規約の残りの規定及び⼀部が無効または執

⾏不能と判断された規定の残りの部分は、継続して完全に効⼒を有するものとします。  

 

第 23 条（反社会的勢⼒との関係排除等） 

 1. 当所は、お客様が次に掲げる事由に該当すると認める場合には、サービス利⽤契約の締

結に応じないものとします。また、サービス利⽤契約を締結した後に、お客様が次の各号

に該当すると判明したとき、または該当したときは、当所はサービス利⽤契約を解除する

ものとします。 

 (1) 暴⼒団、暴⼒団員、暴⼒団員でなくなったときから５年を経過しない者、暴⼒団準



構成員、 暴⼒団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、または特殊知能暴⼒集

団等、その他これらに準ずる者（以下「暴⼒団員等」という。） 

 (2) 暴⼒団員等が経営を⽀配していると認められる関係を有する場合 

 (3) 暴⼒団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有する場合 

 (4) ⾃⼰、⾃社もしくは第三者の不正の利益を図る⽬的または第三者に損害を加える⽬

的をもってするなど，不当に暴⼒団員等を利⽤していると認められる関係を有する場

合 

 (5) 暴⼒団員等に対して資⾦等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしている

と認められる関係を有する場合 

 (6) 役員または経営に実質的に関与している者が暴⼒団員等と社会的に⾮難されるべ

き関係を有する場合 

 (7) ⾃らまたは第三者を利⽤して次の⼀にでも該当する⾏為を⾏った場合 

 (ア)暴⼒的な要求⾏為 

 (イ)法的な責任を超えた不当な要求⾏為 

 (ウ)取引に関して、脅迫的な⾔動をし、または暴⼒を⽤いる⾏為 

 (エ)⾵説を流布し、偽計を⽤いまたは威⼒を⽤いて当所の信⽤を毀損し、または当所

の業務を妨害する⾏為 

 (オ)その他前各号に準ずる⾏為  

 

第 24 条（準拠法及び管轄裁判所） 

 1. 本規約及びサービス利⽤契約の準拠法は⽇本法とします。 

 2. 本規約またはサービス利⽤契約に起因し、または関連する⼀切の紛争については、⼤阪

地⽅裁判所を第⼀審の専属的合意管轄裁判所とします。 

 

 【2025 年 11 ⽉ 1 ⽇制定】 

【2026 年 8 ⽉ 1 ⽇改定】 

 


